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令和３年度 北海道科学技術賞・北海道科学技術奨励賞の受賞者

１ 北海道科学技術賞

氏 名 秋田 弘俊 氏 所属・職名 北海道大学病院教授

功績名 コンパニオン診断によるがん個別化治療の開発とがんゲノム医療の構築

氏 名 板倉 賢一 氏 所属・職名 室蘭工業大学大学院工学研究科名誉教授

功績名 カーボンニュートラルな水素製造による産炭地域創生モデルの構築

氏 名 時野 隆至 氏 所属・職名 札幌医科大学医学部附属フロンティア医学研究所教授

功績名 がん遺伝子からがんゲノム研究への貢献

２ 北海道科学技術奨励賞

氏 名 小野寺 康仁 氏 所属・職名 北海道大学大学院医学研究院准教授

功績名 細胞内代謝の変化が発がんおよび治療耐性を誘導する分子メカニズムの解明

氏 名 後藤 達彦 氏 所属・職名 帯広畜産大学グローバルアグロメディシン研究センター助教

功績名 鶏卵の食味関連成分における遺伝および環境要因の研究による畜産物の高付加価値化

氏 名 園下 将大 氏 所属・職名 北海道大学遺伝子病制御研究所教授

功績名 個体レベルの効率的な新規膵がん研究基盤の確立

氏 名 冨岡 克広 氏 所属・職名 北海道大学大学院情報科学研究院准教授

功績名 半導体ナノワイヤ成長技術とその次世代電子デバイスへの応用に関する研究

氏 名 中田 大将 氏 所属・職名 室蘭工業大学大学院工学研究科准教授

功績名 北海道の航空宇宙産業発展につながるロケットスレッドの基盤技術研究

資 料
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基本的施策に係る令和４年度予算等の概要

１ 研究開発の充実及び研究成果の移転等の促進

（１）北海道の特性を活かした研究開発の推進

１－(１)－１
事業名 総合研究機構運営支援費（運営費交付金）
目 的 地方独立行政法人北海道立総合研究機構の人件費や一般管理費、研究費等の業務運営に必要な経費

の財源を措置する。
事業の ＜地方独立行政法人北海道立総合研究機構の概要＞
概 要 １ 目 的 農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野に関する試験、

研究、調査、普及、技術開発、技術支援等を行い、もって、道民生活の向上及び道内
産業の振興に寄与する。

２ 所在地 札幌市北区北１９条西１１丁目 北海道総合研究プラザ
３ 代表者 理事長 小髙 咲
４ 業 務 ・農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野に関する試験、

研究、調査、技術開発を行うこと
・上記の業務に関する普及及び技術支援を行うこと
・試験機器等の設備及び施設の提供を行うこと

５ 体 制
農業研究本部 農業試験場（８ヶ所）

理事長 理 事 経営管理部 水産研究本部 水産試験場（７ヶ所）

監 事 研究戦略部 森林研究本部 林業試験場、林産試験場

研究事業部 産業技術環境研究本部 ものづくり支援センター
工業試験場、食品加工研究センター
エネルギー・環境・地質研究所

建築研究本部 北方建築総合研究所

実 施 主 体 （地独）北海道立総合研究機構
予算額 R４ 13,247,000千円 (R３ 13,199,000千円)
前年度 農業、水産業、林業、工業、食品産業、環境、地質及び建築の各分野に関する試験、研究、調査、
の実績 技術開発の実施等
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 道総研担当

１－(１)－２
事業名 地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業・新産業創造事業）（H16年度～） ※ 旧地域政策総合補助金
目 的 地域課題の解決や地域活性化を目的として取り組まれる各種事業に対して、総合振興局長・振興局

長が交付金を交付し、地域の創意と主体性に基づく地域の特性や優位性を生かした取組の促進を図る。
事業の 地域における新規成長分野を中心とした新産業の創造等のため、地域の産業づくりに向けた中小事
概 要 業者等の取組を支援。

交付対象事業：新規成長分野等創造事業、生活産業創出事業 等
交 付 対 象 者：中小企業者、中小企業団体、公益法人法に基づく公益法人、特例社団法人等、特定非

営利活動法人、任意グループ（構成員の2分の1以上が前記の者で構成されているもの）
実 施 主 体 道
予算額 R４ 4,180,000千円の内数 （R３ 4,180,000千円の内数）
前年度 ・調査、研究、技術開発
の実績
担 当 部 課 係 総合政策部 地域創生局 地域政策課 地域政策係

１－(１)－３
事業名 科学技術振興事業費補助金（研究開発支援事業費補助金）（H15年度～）
目 的 産学官が連携して行う科学技術の基礎的研究や発展的な応用研究等、新産業の創出や地域産業の高度

化などを図るとともに、産学官連携のコーディネート機能の普及及び産学官連携の基盤形成を促進する。
事業の （公財）北海道科学技術総合振興センターが実施するイノベーション創出研究支援事業（スタート
概 要 アップ研究補助金、発展・橋渡し研究補助金）への支援を行う。
実 施 主 体 （公財）北海道科学技術総合振興センター
予算額 R４ 27,955千円 （R３ 27,955千円）
前年度 ・スタートアップ研究補助金 13件
の実績 ・発展・橋渡し研究補助金 ５件
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 産学官連携室

参 考
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１－(１)－４
事業名 宇宙産業成長産業化推進事業費（地方創生推進交付金）（R２年度～）
目 的 デジタル技術を活用した未来志向の産業振興の一環として、オール北海道の産学官連携による推進

体制の活動を通じて、本道における宇宙ビジネスの創出とともに、幅広い層に対する機運醸成と国内
外の研究機関や企業等の誘致を促進し、宇宙関連産業の成長産業化を目指す｡

事業の 宇宙関連産業への新規参入や新たな宇宙ビジネス創出を図るため、産学官で構成する「北海道宇宙
概 要 関連ビジネス創出連携会議」を運営し、企業等への情報提供や相談対応など各種取組を実施する。

区 分 内 容

宇宙関連ビジネス ・有識者を招へいし、国内外の宇宙産業の動向等の情報提供
創出連携会議 ・展示会への出展等を通じて、本道のビジネス環境や企業のPR

・会員企業等が情報や意見等を交換できる交流機会の提供

ワーキンググループ ・特定テーマに関する情報収集、勉強会の実施

プロジェクトチーム ・特定テーマに関する事業化プランの検討会を開催

実 施 主 体 道
予算額 R４ 8,201千円 （R３ 8,201千円）
前年度 ・連携会議（本体会議） ３回
の実績 ・ビジネスセミナー １回

・ワーキンググループ １回
・道外展示会出展 ２回

担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 主査(宇宙航空産業)

１－(１)－５
事業名 自動運転車開発拠点化促進事業（電源立地地域対策交付金）（H30年度～）
目 的 自動運転を核とした実証試験の活性化、研究開発拠点の新増設による一層の集積に向け、自動運転

サービスモデル創出に向けた情報提供の強化などに取り組むことにより、積雪寒冷地に対応した実証
試験場や道内での実証試験の誘致のより一層の推進、自動運転の開発拠点化を図る。

事業の １ 北海道自動車安全技術検討会議による企業等の研究開発支援
概 要 ２ 社会実証試験及び実証試験場の誘致（国及び関係機関への働きかけ）

３ 自動運転分野への理解及び道内企業の参入促進（企業等への働きかけ）
実 施 主 体 道
予算額 R４ 9,484千円 （R３ 10,000千円）
前年度 １ 北海道自動車安全技術検討会議による企業等の研究開発支援
の実績 ・北海道自動車安全技術検討会議の開催 ２回

・自動運転ワンストップ窓口への相談件数 311件（R４.３月末時点）
・公道・公道外実証のための適地情報データベースを企業へ提供

２ 社会実証試験及び実証試験場の誘致（国及び関係機関への働きかけ）
・国の社会実証事業や民間企業等による実証試験 10件
・国への要望のほか、企業等への働きかけの実施（随時）

３ 自動運転分野への理解及び道内企業の参入促進（企業等への働きかけ）
・｢自動運転EXPO｣（名古屋市）に出展し、個別説明を実施（3日間延べ214名）
・積雪寒冷対応システムにおける道内企業の技術の活用方法を検討 ４回
・現地視察会（オンライン）の実施 ３回

担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 成長産業係

１－（１）－６
事業名 環境・エネルギー産業総合支援事業（開発支援事業）
目 的 道内の省エネルギー・新エネルギーの開発・導入に資する製品・サービスを提供する環境・エネル

ギー産業の振興を目的に、技術開発や実証研究、環境関連の製品、サービス開発や事業化を行う事業
に対し補助する。

事業の 対象分野：省エネルギー関連分野・新エネルギー関連分野
概 要 補助額等：補助額上限10,000千円、3,000千円・補助対象経費の２/３以内、公募の上、有識者会議

の意見を踏まえ認定（４件程度）
補助対象：道内に事務所等を有する法人または当該法人を含むコンソーシアム

実 施 主 体 道
予算額 R４ 39,000千円 （R３ 39,000千円）
前年度 補助件数 ３件
の実績
担 当 部 課 係 経済部 環境・エネルギー局 環境・エネルギー課 環境産業担当
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１－(１)－７
事業名 地域情報化推進対策費（北海道ドローン活用実証事業）（R４年度～）
目 的 「北海道Society5.0」の実現に向けて、ドローンの利活用の可能性を調査・検証し、道民に対して

周知を図る
事業の ・積雪寒冷条件下における、ドローンの利活用の可能性を調査・検証し、取組成果を広く全道に展開
概 要 するとともに、国やメーカーに働きかけることで、通年での道内におけるドローンの社会実装を促進

する。
実 施 主 体 道
予算額 R４ 24,647千円 （R３ ー千円）
前年度 ー
の実績
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 デジタルトランスフォーメーション推進課 Society5.0推進係

１－(１)－８
事業名 循環型社会推進費（バイオマス利活用推進事業費）（H17年度～）
目 的 道内のバイオマスを有効に利用するため、産学官が連携した北海道バイオマスネットワーク会議に

おいて、将来の事業化等を視野に入れた具体的な検討及び地域の先進的取組等の普及促進や人的交流
・地域間交流の促進を通じて全道的なネットワークの構築を図るとともに、地域におけるバイオマス
利活用の取組を促進・支援することにより地域ネットワークの構築を図る。

事業の ・北海道バイオマスネットワーク会議の運営（部会・フォーラム等の開催、メルマガ等発行）
概 要 ・各地域におけるバイオマスネットワーク会議の構築・運営

・バイオマス利活用の促進（市町村計画策定出前支援、バイオ燃料普及促進セミナー）
実 施 主 体 道
予算額 R４ 602千円 （R３ 602千円）
前年度 ・北海道バイオマスネットワーク会議総会開催（11月）
の実績 ・北海道バイオマスネットワーク・フォーラムの開催（２月）

・地域連絡部会等の開催（２月）
担 当 部 課 係 環境生活部 ゼロカーボン推進局 ゼロカーボン戦略課 ゼロカーボン推進係

１－(１)－９
事業名 循環資源利用促進事業費（リサイクル技術研究開発補助事業）（H19年度～）
目 的 道内の事業者が事業化を前提に行う産業廃棄物の排出抑制、減量化又はリサイクルに係る研究開発

に対し補助することにより、循環型社会の早期実現を図る。
事業の 概ね３年以内の事業化を前提に行われる産業廃棄物の排出抑制・減量化・リサイクルに係る研究開
概 要 発に要する経費に対し補助。
実 施 主 体 道
予算額 R４ 31,965千円 （R３ 31,965千円）
前年度 補助実績 １件 9,508千円（見込み）
の実績
担 当 部 課 係 環境生活部 環境保全局 循環型社会推進課 企画調整係

１－(１)－10
事業名 大気汚染対策費（有害大気汚染物質モニタリング調査）（H9年度～）
目 的 大気汚染防止法に基づき、有害大気汚染物質のモニタリングを計画的に実施し、有害大気汚染物質

による大気汚染の防止対策に資する。
事業の 全道各地を一般環境、固定発生源周辺、沿道に分けて、有害大気汚染物質を計画的に測定する。
概 要
実 施 主 体 道
予算額 R４ 956千円 （R３ 956千円）※ H22から一部を道総研に移行
前年度 一般環境：千歳市
の実績 沿道：国道36号（千歳市）
担 当 部 課 係 環境生活部 環境保全局 循環型社会推進課 大気環境係

１－(１)－11
事業名 大気汚染対策費（指定物質排出施設規制指導）（H9年度～）
目 的 人の健康に係る被害が生ずることを早急に防止する必要があるものとして指定された指定物質につ

いて、排出施設の周辺の調査を行い、事業者に対する指導・勧告等を行う。
事業の ・指定物質排出施設周辺環境調査等
概 要 ・指定物質排出抑制対策調査
実 施 主 体 道
予算額 R４ 627千円 （R３ 627千円）※ H22から一部を道総研に移行
前年度 ベンゼン排出施設周辺環境調査等：１施設、５地点、年４回
の実績
担 当 部 課 係 環境生活部 環境保全局 循環型社会推進課 大気環境係
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１－(１)－12
事業名 騒音・振動・悪臭対策費（航空機騒音環境監視）（S55年度～）
目 的 道内の主要空港・飛行場から発生する航空機騒音を監視する。
事業の 空港周辺地域における航空機の騒音実態を把握し、環境基準達成状況を監視する。
概 要
実 施 主 体 道
予算額 R４ 367千円 （R３ 21千円） ※ H22から一部を道総研に移行
前年度 道内２空港（札幌飛行場、稚内空港）に係る実態調査の実施
の実績
担 当 部 課 係 環境生活部 環境保全局 循環型社会推進課 大気環境係

１－(１)－13
事業名 騒音・振動・悪臭対策費（新幹線騒音環境監視）（H29年度～）
目 的 道内の新幹線鉄道騒音を監視する。
事業の 新幹線沿線地域の騒音実態を把握し、環境基準達成状況を監視する。
概 要
実 施 主 体 道
予算額 R４ 647千円 （R３ 966千円）
前年度 新幹線騒音に係る実態調査 ３カ所
の実績
担 当 部 課 係 環境生活部 環境保全局 循環型社会推進課 大気環境係

１－(１)－14
事業名 騒音・振動・悪臭対策費（騒音・振動・悪臭対策）（S55年度～）
目 的 工場・事業場等から発生する騒音、振動及び悪臭を防止する。
事業の ・騒音・振動・悪臭対策を推進するため、市町村の指導を行う。
概 要 ・悪臭防止法に基づく嗅覚測定法の導入のための基準の策定を行う。
実 施 主 体 道
予算額 R４ 26千円 （R３ 26千円） ※ H22から一部を道総研に移行
前年度 ・振興局における市町村への指導助言
の実績 ・悪臭対策調査の実施
担 当 部 課 係 環境生活部 環境保全局 循環型社会推進課 大気環境係

１－(１)－15
事業名 騒音・振動・悪臭対策費（自動車騒音常時監視体制）（H13年度～）
目 的 自動車騒音を常時監視する。
事業の 騒音規制法第18条に基づき、自動車騒音の環境基準達成状況を把握するための体制整備を行う。
概 要
実 施 主 体 道
予算額 R４ 1,702千円 （R３ 1,705千円）
前年度 ・評価システムデータ整備（合計28市町）
の実績
担 当 部 課 係 環境生活部 環境保全局 循環型社会推進課 大気環境係

１－(１)－16
事業名 化学物質対策費（ダイオキシン類対策）（H10年度～）
目 的 ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、ダイオキシン類による汚染状況を常時監視する。
事業の ・大気・水質・土壌における環境調査の実施
概 要 ・法対象施設のある事業場への立入検査の実施
実 施 主 体 道
予算額 R４ 15,133千円 （R３ 15,604千円）

※H22から一部を道総研に移行
前年度
の実績 大 気 水質・底質 地下水・土壌

環境調査 １２地点 ３地点 10地点
立入検査 １０事業場 ２業場

担 当 部 課 係 環境生活部 環境保全局 循環型社会推進課 大気環境係

１－(１)－17
事業名 公害対策受託調査費（S48年度～）
目 的 公害対策の効果的な推進を図る。
事業の 環境省からの水質汚濁、大気汚染等に係る委託調査を実施する。
概 要
実 施 主 体 道
予算額 R４ 3,583千円 （R３ 3,597千円）

※ H22から一部を道総研に移行
前年度 水質関係：化学物質環境実態調査
の実績 大気関係：酸性雨モニタリング調査 計２件
担 当 部 課 係 環境生活部 環境局 循環型社会推進課 大気環境係
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１－(１)－18
事業名 水質汚濁対策費（河川・海域等類型指定調査）（S47年度～）
目 的 公共用水域の類型指定・変更（環境審議会諮問案件）のための基礎調査等
事業の ・類型指定見直し調査
概 要 ・環境基準未達成原因究明調査
実 施 主 体 道
予算額 R４ 884千円 （R３ 1,841千円）
前年度 ・環境基準未達成原因究明調査：春採湖、糠平ダム湖
の実績
担 当 部 課 係 環境生活部 環境保全局 循環型社会推進課 水環境係

１－(１)－19
事業名 持続可能な農を支えるクリーン農業促進事業費
目 的 環境との調和に配慮したクリーン農業の普及拡大を図るため、収量や品質を維持しながら化学肥料

や化学合成農薬の使用を削減する栽培技術の指導と消費者理解や生産者への啓発を促進する。
事業の ・地域条件に即した技術指導
概 要 ・生産者の意識向上への啓発

・YES!clean実践集団の情報交換会の実施
・生産者交流、農業体験型講座、出前講座の実施
・YES!cleanサポーター制度の推進
・流通企業への産地情報提供と連携したPR

実 施 主 体 道、北海道クリーン農業推進協議会
予算額 R４ 2,723千円 （R３ 3,461千円）
前年度 ・YES！clean作物の作付面積：16,190ha
の実績
担 当 部 課 係 農政部 食の安全推進局 食品政策課 クリーン農業係

（２）研究開発に関する拠点の形成

１－(２)－１ 科学技術振興事業費補助金（研究開発支援事業費補助金） （再掲・１－(１)－３）

１－(２)－２
事業名 研究開発推進事業費（リサーチ＆ビジネスパーク整備推進事業費）（H16年度～）
目 的 産学官の連携によって研究開発から事業化までの一貫したシステムの構築等を目指す「リサーチ＆

ビジネスパーク」構想を推進する。
事業の ・北大リサーチ＆ビジネスパーク構想の推進に要する経費（負担金）
概 要 ・中小機構が設置したインキュベーション施設におけるインキュベーションマネージャの配置及び入

居者に対する賃料補助
実 施 主 体 道、北大Ｒ&ＢＰ構想推進協議会、（独）中小企業基盤機構
予算額 R４ 12,969千円 （R３ 13,071千円）
前年度 ・北大リサーチ＆ビジネスパーク構想の推進に要する経費（負担金）
の実績 ・インキュベーションマネージャーの配置１名

・入居者に対する賃料補助 15件
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 産学官連携室

１－(２)－３
事業名 企業誘致促進費（フロンティア分野研究開発推進費）（H15年度～）
目 的 フロンティア研究分野での研究開発を推進するため、宇宙関連の実験・研究等の促進、誘致や普及

活動等を実施するＮＰＯ法人北海道宇宙科学技術創成センター（HASTIC）に対する支援等を行うと
ともに、フロンティア分野の研究開発動向を把握するため、国等の関係機関との情報収集に努めてい
く。

事業の 道内の宇宙科学技術をネットワーク化し、道内への宇宙関連の実験・研究の誘致活動などを行って
概 要 いるHASTICへの支援を行う。
実 施 主 体 道
予算額 R４ 1,304千円 (R３ 1,385千円)
前年度 ・HASTICへの補助
の実績
担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 主査(宇宙航空産業)
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１－(２)－４
事業名 研究開発推進事業費（科学技術条例推進費）（H20年度～）
目 的 北海道科学技術振興条例に基づき、本道の経済の活性化と自立的発展、安全で安心な生活基盤の創

造及び環境と調和した社会の実現に資するため、科学技術の振興に関する施策を総合的かつ計画的に
推進する。

事業の ・道民の科学技術に対する理解の増進に資する取組の推進、科学技術関連施策の推進体制の整備等
概 要 ・国の競争的資金を活用する研究開発プロジェクトの誘致等
実 施 主 体 道
予算額 R４ 1,526千円 （R３ 2,039千円）
前年度 ・条例の普及啓発（随時）
の実績 ・国の地域イノベーション戦略推進地域に提案等
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 科学技術振興係

１－(２)－５
事業名 高度技術産業集積活性化事業費（工業技術センター事業費）（S59年度～）
目 的 北海道立工業技術センターの管理運営を(公財)函館地域産業振興財団に指定管理者として行わせる

とともに、試験・分析及び研究開発等の業務を当財団に委託する。
また、同センターの試験研究機器を整備するとともに、財団が実施する高度技術普及事業に助成す

ることで、函館高度技術産業集積地域における新しい産業群の創出・育成を図る。
事業の １ 設備整備費（S59～）
概 要 電界放射型走査電子顕微鏡等 計13機器

２ 運営事業費（S61～）
(1) 工業技術センター試験分析等業務委託 ～ 試験・分析業務
(2) 高度技術普及事業 ～ 研究開発事業、技術相談事業、研修事業、技術情報提供事業、広報等事

業等
３ 指定管理業務負担金（H18～）～ (公財)函館地域産業振興財団

（指定期間：H28～H29、H30～R3）
実 施 主 体 (公財)函館地域産業振興財団
予算額 R４ 162,495千円 （R３ 178,359千円）
前年度 個別技術相談 625件、巡回技術相談 ９回、研究開発 10テーマ
の実績
担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 ものづくり産業係

１－(２)－６
事業名 食品産業振興対策費(地域食品加工技術センター運営事業費）（H6年度～）
目 的 道立オホーツク圏地域食品加工技術センター及び道立十勝圏地域食品加工技術センターの管理運営

を(公財)オホーツク財団及び(公財)とかち財団に指定管理者として行わせるとともに、両財団が独自
に行う試験研究や技術指導事業等を支援することにより両圏域の食品加工技術の高度化を図る。

事業の （業務概要等）
概 要 実施主体 業務・事業 概 要 実施方法

施 設 の 管 理 道立地域食品加工技術センターの管理・運営 指定管理
道 試験分析事業 企業等からの依頼による加工原料・製品等の試 両財団へ委託

験・分析
試験研究事業 圏域の農水産物を原料とする加工食品の開発や

(公財 )オホーツ 製造技術の改良などの試験研究開発
ク財団 技術指導事業 圏域の企業等の技術力向上のため、総合的な技 道及び北見市、

術指導活動 帯広市等による
(公財)とかち財団 情報提供事業 センターの研究成果の発表やセンター業務及び 補助

技術情報等の提供
人材養成事業 企業等の研究者・技術者の資質向上のため技術

講習会を開催

実 施 主 体 （公財）オホーツク財団、（公財）とかち財団
予算額 R４ 113,667千円 （R３ 114,807千円）

前年度 区 分 オホーツク 十 勝
の実績 試験研究 ４ テーマ ４ テーマ

技術指導
現地技術指導 26 企業 71 企業
食品加工相談 372 件 595 件

担 当 部 課 係 経済部 食関連産業局 食産業振興課 食品研究係
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１－(２)－７ 自動運転車開発拠点化促進事業（電源立地地域対策交付金） （再掲・１－(１)－５）

（３）研究成果の企業への移転及び事業化・実用化の促進

１－(３)－１ 総合研究機構運営支援費（運営費交付金） （再掲・１－(１)－１）

１－(３)－２
事業名 地域企業の先端技術人材確保・育成等支援事業費（地域活性化雇用創造プロジェクト事業費）

（R1年度～）
目 的 本道経済の発展を加速するため、道内製造業への先端技術等の導入・応用について、機械器具製造

側とユーザー側を一体的に支援することにより、人手不足や生産性の改善に向け支援する。
事業の １ 技術力生産性向上マネージャーの配置
概 要 地域産業支援機関（工業系７機関）に生産性向上等に知見を有する人材を配置し、地域企業の

課題把握や解決支援を実施。[（補助限度額6,000千円×７機関（補助率4/5）]
２ 専門人材・地域企業人材の育成

（公財）北海道科学技術総合振興センターが、高度なスキルを持つ専門人材の育成研修や、地
域産業支援機関と連携し、生産性向上についてのフォーラムを開催する。
[補助限度額6,000千円（補助率4/5）]

３ 推進費769千円
実 施 主 体 道、産業支援機関（８機関）
予算額 R４ 48,800千円（R３ 48,769千円）
前年度 ・ものづくり支援拠点に技術力生産性向上マネージャーを配置（７機関）
の実績 ・スマートものづくり導入促進フォーラム開催（オンライン）

・デジタル変革提案書策定ワークショップ（札幌市）
・スマートものづくりIoT体験講座（帯広市、釧路市、苫小牧市）

担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 ものづくり産業係

１－(３)－３
事業名 研究開発推進事業費（地域ネットワーク戦略推進事業費）（H20年度～）
目 的 北海道科学技術振興条例の趣旨を踏まえ、産学官連携による実践的な取組を地域ごとに展開し、地

域の経済・社会の活性化を図るとともに、取組を効果的に推進するため、多様なネットワークの形成
を促進する。

事業の ・道内６都市圏における産学官連携拠点形成の支援
概 要 ・食クラスター形成に向けた食関連プロジェクトの連携の強化

・分野の異なるコーディネータ間の連携の強化
・全道における産学間のネットワーク形成の推進

実 施 主 体 道、産学官連携支援協議会
予算額 R４ 1,211千円 （R３ 1,246千円）
前年度 ・北海道コーディネータ・ネットワーク・フォーラムの開催（２月）
の実績 ・全道産学官ネットワーク推進協議会の開催（２月）

・産学官連携支援協議会への支援（セミナー等の開催 3件）
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 産学官連携室

１－(３)－４
事業名 北海道技術・ビジネス交流会開催事業費負担金（S62年度～）
目 的 地場企業の受注機会拡大と技術力向上を図るため、道内の工業製品等を一堂に集めた展示会・交流

商談会等の開催経費の一部を負担する。
事業の １ 北海道技術・ビジネス交流会の概要
概 要 (1) 名 称 第36回北海道技術・ビジネス交流会

(2) 開催時期 令和４年11月10日（木）・11日（金）
(3) 開催場所 アクセスサッポロ
(4) 入場目標 20,000人
(5) 展示規模 屋内5,000㎡、屋外：2,400㎡
(6) 事業主体 北海道技術・ビジネス交流会実行委員会

実 施 主 体 北海道技術・ビジネス交流会実行委員会
予算額 R４ 720千円 （R３ 720千円）
前年度 ・来場者数 28,239名（オンライン参加含む）
の実績 ・出展者数 277社・機関（道内企業 240社、道外企業 37社）
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 科学技術振興係

１－(３)－５ 科学技術振興事業費補助金（研究開発支援事業費補助金） （再掲・１－(１)－３）
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１－(３)－６ 研究開発推進事業費（リサーチ＆ビジネスパーク整備推進事業費） （再掲・１－(２)－２）

１－(３)－７ 高度技術産業集積活性化事業費（工業技術センター事業費） （再掲・１－(２)－５）

１－(３)－８ 食品産業振興対策費(地域食品加工技術センター運営事業費） （再掲・１－(２)－６）

１－(３)－９
事業名 中小企業競争力強化促進事業費（H20年度～）
目 的 産業構造の高度化による自立した経済構造への転換に資するよう、中小企業の競争力の強化を促進

するため「北海道産業振興条例（通称）」に基づき、(公財)北海道中小企業総合支援センターが行う事
業に必要な資金を措置するとともに、当該支援の効果的実施のため、道が金融機関等との連携協力体
制を強化する。

事業の 中小企業競争力強化促進事業費補助金（H30年度～ 一部制度改正）
概 要 事 業 事 業 内 容 対象経費 助成率 限度額

マーケテ 新分野・新市場進出等を目指した商品・サー 出展料､滞在費､展 １/２ 国内事業
ィング支 ビスの各種市場調査や展示会・商談会への出 示工事費､交通費､ 以内 100万円
援事業 展に係る経費に対する補助 市場調査委託費 国外事業

等 200万円
コンサルタ 新分野・新市場進出等を目指した技術開発や 滞在費、交通費、 １/２ 100万円
ント等招へ 生産管理、マーケティングなどのコンサルタ 報酬 以内
い支援事業 ント等の招へいに要する経費に対する補助
産業人材 人材養成のために行う先進企業、研修機関、 滞在費、交通 １/２ 50万円
育成・確 専門職大学院等への従業員等の派遣に要する 費、入学料、授業 以内
保支援事 経費の助成 料

中小企業者等がDXやｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝ等の新たな課 滞在費、交通費、 １/２ 50万円
題に対応していく企業力向上のため、講師を 授業料、会場借上 以内
招へいして実施する研修会等に要する経費に 料等
対して補助する事業
新分野・新市場進出等を目指し、人材確保を 機器導入費、シス １/２ 60万円
するためテレワークの導入に要する経費に対 テム構築費、コン 以内
する補助 サルタント料

市場対応 新分野・新市場進出等を目指した商品・サー 原材料・副材料費、 １/２ 300万円
型製品開 ビスの開発及びこれに伴う市場調査等に要す 治具・工具費､技術 以内 ※うち市場
発支援事 る経費に対する補助（市場調査等のみを行う 導入費､人件費(Ｓ 調査等
業 場合を除く） Ｅ等：ＩＴのみ)、 200万円

特許実施費､先行技
術調査費､出展料､
市場調査委託費等

新たな加工組立型工業の事業者との取引の拡 原材料・副材料費、 １/２ 500万円
大を目指す加工組立型工業及び基盤技術産業 治具・工具費､技術 以内 ※うち市場
の中小企業者又は新分野・新市場への進出等 導入費 ､特許実施 調査等
を目指す食関連産業若しくは環境・エネルギ 費 ､先行技術調査 200万円
ー産業の中小企業者等が行う製品開発及びこ 費､出展料、市場調
れらに伴う市場調査等に要する経費に対する 査委託費等
補助（市場調査等のみを行う場合を除く）
中小企業者を1/2以上とするグループによる 原材料・副材料費、 １/２ 500万円
加工組立型工業、基盤技術産業、食関連産業、 治具・工具費､技術 以内 ※うち市場
環境・エネルギー産業に関する新分野・新市 導入費 ､特許実施 調査等
場進出等を目指した研究開発及びこれらに伴 費 ､先行技術調査 200万円
う市場調査等に要する経費に対する補助（産 費､人件費、出展料、
学連携や異業種連携による共同研究に限り、 市場調査委託費等
市場調査等のみを行う場合を除く）

実 施 主 体 （公財）北海道中小企業総合支援センター
予算額 R４ 52,593千円 （R３ 29,768千円）

前年度
の実績 事 業 名 件数

マーケティング支援事業 ９
コンサルタント等招へい支援事業 ３
産業人材育成・確保支援事業 ２
市場対応型製品開発支援事業 ５

計 19

担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 産業企画係
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１－(３)－10
事業名 食品産業エネルギー利用効率向上支援事業費（H30年度～）
目 的 本道が優位性を有する食産業分野において、エネルギーの利用効率向上に係る食品ロス削減を図る

ため、食品工場等における食品ロス削減対策等の取組実態や課題等を調査・普及し、食品製造業者に
おけるエネルギー利用効率向上の支援を行う。

事業の 食品製造業における省エネ・新エネ機器の導入や施設・設備の省エネ対策等の実施、食品ロス削減
概 要 に向けた取組等の実態や課題等の調査を実施するとともに、調査結果の報告会を開催する。
実 施 主 体 道
予算額 R４ 10,091千円 （R３ 8,184千円）
前年度 オンラインセミナーを１回開催
の実績
担 当 部 課 係 経済部 食関連産業局 食産業振興課 輸出振興係

１－(３)－11
事業名 北海道中小企業新応援ファンド貸付金（H20年度～/H30年8月変更契約）
目 的 国や道内経済界との協力のもと中小企業新応援ファンドを組成し、道内における新たな事業化への取

組を加速させることにより、地域産業力を底上げし力強い北海道経済の実現を目指す。
事業の ファンドの運用益を活用した創業や地域資源を活用した取組等への助成
概 要
実 施 主 体 (公財)北海道中小企業総合支援センター
予算額 R４ － （R３ － ） ※ H30道予算 8,200,000千円 R元道予算 2,100,000千円
前年度 41件の事業への新規助成を採択
の実績
担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 産業企画係

１－(３)－12
事業名 ヘルスケア関連産業振興事業（地域活性化雇用創造プロジェクト）（R４年度～）
目的 ヘルスケア産業において、道内企業のデジタル技術等を活用した製品等の開発や参入に向けた研修

会、アドバイザー派遣等の取組を通じ、ヘルスケア関連企業の事業拡大を支援する。
事業の １ ヘルスケア関連産業デジタル技術等活用促進事業
概要 (1) ヘルスケア関連製品開発促進研修会（先進事例紹介・医療現場のニーズ発表会・マッチング）

(2) アドバイザー派遣
(3) 企業見学会

２ ヘルスケア関連サービス創出・販路拡大推進事業
(1) ヘルスケア関連サービス産業参入促進研修会
(2) アドバイザー派遣
(3) ヘルスケアサービスの事業化促進（ニーズ調査・マッチング・新サービスモデルの作成）
(4) 健康経営セミナーの開催

実 施 主 体 道
予算額 R４ 13,674千円 （R３ 20,177千円）
前年度 ・健康経営セミナーの開催（R3.10.27、R3.11.15)
の実績 ・新サービス開発（「オンライン・PHR活用型EBHCサービスモデル」）

・BioJapan2021、HOSPEX Japan2021、国際化粧品展出展
・研究シーズ集作成、ニーズ発表会開催(R3.12.14)、北海道化粧品関連企業ガイドブック作成、参入
研修会開催（R3.8.26、R3.10.12）

担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 健康長寿産業担当

１－(３)－13
事業名 環境・エネルギー産業総合支援事業（販路拡大・普及促進事業等）
目 的 道内の環境産業の振興を図るため、「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画【第３期】」

に基づき、道内事業者の環境関連産業への参入を支援するため、環境産業分野のセミナー開催及び環
境関連の展示会への出展等を実施する。

事業の 〇展示会出展
概 要 ・「ENEX/Smart Energy Japan2023」（東京都、２月開催）に、道内の環境・エネルギー産業関連企

業で構成する北海道ブースを出展（実出展、Web出展）。
〇環境・エネルギー産業ビジネスセミナー開催
・道内の環境・エネルギー産業関連企業等を対象として、今後拡大が見込まれる新たな市場等に関す
る国内外の最新動向、国の施策、省エネの取組等に関するWebセミナーを開催。

実 施 主 体 道
予算額 R４ 27,306千円 （R３ 26,258千円）
前年度 〇「ENEX2022 第46回地球環境とエネルギーの調和展（R３.1）に実出展、オンライン出展。
の実績 道内出展者12社、704名（総来場者10,607名）

○環境関連産業ビジネスセミナーをオンライン開催（R４.２）。
担 当 部 課 係 経済部 環境・エネルギー局 環境・エネルギー課 環境産業担当
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１－(３)－14
事業名 地域主体の新エネ導入支援事業（H29年度～）
目 的 エネルギー地産地消に向け、市町村等が取り組む地域経済の活性化や雇用などへの波及効果が高い、

地域のエネルギー資源を活用した設備導入等を支援する。
事業の
概 要 新エネルギー 新エネルギー設備の導入に向けた設計費を補助

設計支援事業 ・事業主体：市町村または市町村を含むコンソーシアム
・補助率等：１/2以内（上限500万円）

新エネルギー 設備導入支援 地域経済の活性化等への波及効果の高い新エネルギー利用に関する
導入支援事業 設備導入への補助

・事業主体：市町村または市町村を含むコンソーシアム
・補助率等：１/２以内（上限5,000万円）

地熱井掘削支援 発電や熱利用を目的として行う地熱井の掘削への補助
・事業主体：市町村または市町村を含むコンソーシアム
・補助率等：２/３以内（上限5,000万円）

実 施 主 体 道
予算額 R４ 370,000千円 （R３ 270,000千円）
前年度 新エネルギー導入支援 ５件（うち設備導入支援 ４件、地熱井掘削１件）
の実績
担 当 部 課 係 経済部 環境・エネルギー局 環境・エネルギー課 省エネ・新エネ促進室 新エネルギー係

１－(３)－15
事業名 新エネルギーコーディネート支援事業（H30年度～）
目 的 エネルギーの地産地消の専門家である「地域新エネルギー導入コーディネーター」を希望する市町

村等に派遣し、事業の掘り起こしや事業・収支計画の策定等の助言を行う。
事業の ・地域における取組の掘り起こし、市町村等への具体的な提案、事業計画・収支計画の作成支援、地
概 要 域における連携体制の構築支援、事業実施後のフォロー等
実 施 主 体 道
予算額 R４ 20,000千円 （R３ 20,000千円）
前年度 市町村への派遣 30市町村
の実績
担 当 部 課 係 経済部 環境・エネルギー局 環境・エネルギー課 省エネ・新エネ促進室 新エネルギー係

１－(３)－16
事業名 リサイクル産業振興対策費
目 的 本道における新たなリサイクル産業の創出を図るとともに、循環型社会の形成を推進するため、試

作段階にあるリサイクル製品等の事業化に向けた研究事業等に対する支援、産学官連携による協議会
等へ参加する。

事業の １ リサイクル産業創出事業
概 要 中小企業等が行う産業廃棄物リサイクルの事業化に向けた調査研究（実証実験、市場調査）や事

業実施に当たっての課題解決のための取組に対する補助。
補助限度額 5,000千円[補助率３/４以内（大企業１/２以内）]、２件程度

２ リサイクル産業振興事業
(1) 成果発表・審査会運営
(2) 事業化促進会議開催（構成：学識者、リサイクル関連企業、支援機関、行政機関）
(3) リサイクルポート活用及びリサイクルポート推進協議会への参加

３ 補助対象
道内に事務所を有する法人または当該法人で構成されるグループ

実 施 主 体 道
予算額 R４ 10,239千円 （R３ 10,253千円）
前年度 １ リサイクル産業創出事業
の実績 補助件数 １件

２ リサイクル産業振興事業
北海道循環資源利用促進協議会、リサイクルポート促進協議会への参加

担 当 部 課 係 経済部 環境・エネルギー局 環境・エネルギー課 環境産業担当
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１－(３)－17
事業名 水素関連産業化促進事業費（R２年度～）
目 的 道内企業の水素関連ビジネスへの参入を促進するため、地域の関連プロジェクトの立ち上げに必要

な調査等を行うとともに、参入に向けたサポートを実施。
事業の ・地域における水素事業化可能性調査
概 要 ・道内企業参入促進
実 施 主 体 道
予算額 R４ 19,117千円 （R３ 20,280千円）
前年度 ・水素関連事業化可能性検討（道内２カ所）
の実績 ・参入支援手法の検討
担 当 部 課 係 経済部 環境・エネルギー局 環境・エネルギー課 省エネ・新エネ促進室 水素産業担当

１－(３)－18
事業名 省エネルギー・新エネルギー促進事業費（水素社会推進事業費）（H27年度～）
目 的 水素サプライチェーンの構築や水素利用機器の普及を通じて水素社会の実現に向けた取組を推進し、

温室効果ガスのより一層の削減を図る。
事業の １ 水素普及啓発
概 要 水素の安全性や有用性を道民に対し、燃料電池自動車等を利用して、普及啓発を実施。

２ FCV等普及促進
産学官が連携し、各種取組を一体的に推進するための協議会を開催。

実 施 主 体 道
予算額 R４ 2,506千円 （R３ 2,511千円）
前年度 １ 水素・燃料電池普及啓発（全道８ヵ所、８回実施）の実施。
の実績 ２ 水素イノベーション推進協議会の開催、道央圏ＦＣＶ普及戦略会議の開催。圏
担 当 部 課 係 環境生活部 ゼロカーボン推進局 ゼロカーボン戦略課 ゼロカーボン推進係

１－(３)－19
事業名 介護ロボット導入支援事業費（H28年度～）
目 的 介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化など労働環境の改善につなげるため、介護ロボット

の導入に対する補助等を行うほか、ICT機器等の導入を促進する。
事業の １ 介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化など介護従事者の環境整備を進めるため、介護事
概 要 業所への介護ロボット導入に対して補助を行う。

補助先：介護事業所 補助率：１／２又は３／４（基金）
２ 介護ロボットの活用機会の充実により、普及を通じた機器の導入促進を図り、身体的負担の軽減
や業務の効率化など介護従事者の環境整備を進める。
① 北海道介護ロボット普及推進センターの運営
② 介護施設等において需要が高い機器の無償貸与

３ 事務作業の軽減や、リアルタイムでの情報入力など業務の効率化を図るため、ICT機器等の導入
が進んでいない事業所への普及啓発事業を実施する。

実 施 主 体 道
予算額 R４ 1,330,316千円 （R３ 728,156千円）
前年度 １ 補助先：310事業所
の実績 ２ 北海道介護ロボット普及推進センターの運営

・視察・見学の受け入れ：延べ3,025人
・研修会・講習会の開催：15回

３ 機器の無償貸与：41事業所
担 当 部 課 係 保健福祉部 高齢者支援局 高齢者保健福祉課 介護人材係

１－(３)－20
事業名 遠隔医療促進事業費（H28年度～）
目 的 都市部の専門医が、遠隔地の医師に「Face to Face」で指導・助言を行うための遠隔ＴＶカンファ

レンスシステム等の導入等を支援する。
事業の １ 遠隔TVカンファレンスシステム（救急対応やトリアージ等の効率化に向けたタブレット等によ
概 要 る画像相談システム含む）導入経費への補助

補助先医療機関 補助率１/２
２ 指導・助言に対する逸失利益相当経費支援

補助先支援側医療機関 補助率10/10
３ 在宅患者を遠隔診療等するためのコミュニケーションツールなどの導入経費への補助

補助先離島、過疎地等の市町村及び中核医療機関
補助率設備１/２、運営費10/10

実 施 主 体 道
予算額 R４ 29,638千円 （R３ 29,638千円）
前年度 １ 遠隔TVカンファレンスシステム導入経費への補助
の実績 補助先：２事業者

２ 指導・助言に対する逸失利益相当経費支援
補助先：３事業者

３ 在宅患者を遠隔診療等するためのコミュニケーションツールなどの導入経費への補助
補助先：０事業者

担 当 部 課 係 保健福祉部 地域医療推進局 地域医療課 地域医療係
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１－(３)－21
事業名 地域医療情報連携ネットワーク構築事業費（H26年度～）
目 的 ICTを活用して医療機関間又は医療機関と介護事業所間で患者情報等を共有するためのネットワー

クの構築に対して支援する。
事業の 補助先：医療機関
概 要 補助率：１/２
実 施 主 体 道
予算額 R４ 65,456千円 （R３ 74,456千円）
前年度 補助先：２事業者
の実績
担 当 部 課 係 保健福祉部 地域医療推進局 地域医療課 地域医療係

１－(３)－22
事業名 スマート農業総合推進事業費（R４年度～）
目 的 生産現場への着実なスマート農業技術の導入と全道への普及拡大を図るため、各地の実証成果や活

用事例の情報収集と提供、専門的知識を有する地域の指導的人材の育成等とともに、地域の営農体系
に適した先端技術の導入を支援。

事業の ・北海道スマート農業推進協議体の運営
概 要 ・地域での指導的人材の育成

・次代を担う農業高校生等へのスマート農業体験研修
・スマート農業機械の導入支援
・スマート農業技術による実証試験と実証成果の横展開
・北海道スマート農業セミナー

実 施 主 体 道
予算額 R４ 1,001,792千円 （R３ 49,172千円）
前年度 ・北海道スマート農業推進協議体参画団体 172団体、個人会員 68名
の実績 ・地域の指導的人材の育成研修 ４回

・農業高校生のスマート農業技術体験研修 ２回
・農村女性へのスマート農業技術体験研修 ６回
・スマート農業オンラインセミナー １回

担 当 部 課 係 農政部 生産振興局 技術普及課 調整係

１－(３)－23
事業名 日本海ニシン栽培漁業定着事業費（H26年度～）
目 的 日本海南部海域におけるニシン資源の増大を図るため、地域が主体となって行う種苗生産・放流な

どの取組を行い、自立した種苗放流体制の確立を目指す。
事業の 町村や漁協が主体となった種苗・放流体制を確立するため、地域が行う種苗生産・放流（後志南部
概 要 ：40万尾規模、檜山：100万尾規模）の取組に対する支援を行う。
実 施 主 体 道、檜山管内水産振興対策協議会、後志南部地域ニシン資源対策協議会
予算額 R４ 10,398千円 （R３ 11,657千円）
前年度 ・地域が行う種苗生産
の実績 ・放流（後志南部：40万尾規模、檜山100万尾規模）の取組に対する支援を実施。
担 当 部 課 係 水産林務部 水産局 水産振興課 栽培振興係

１－(３)－24
事業名 エゾシカ森林被害防止強化対策事業費（H23年度～）
目 的 地域の特性を踏まえた効果的なエゾシカの捕獲や複数市町村等による広域かつ計画的な捕獲等を行

い、森林被害の軽減を図る。
事業の １ 地域ニーズに即した森林内における効率的・効果的な捕獲方法の実践
概 要 ・生体捕獲型：罠による捕獲

・銃猟捕獲型：誘因資材による捕獲
２ 捕獲効率向上のための技能や技術を導入した広域かつ計画的な捕獲の実践
・効率捕獲等実践事業：実用化した新技術を活用した広域かつ計画的な捕獲

実 施 主 体 １ 市町村、森林所有者、森林組合等
２ 広域協議会

予算額 R４ 10,661千円 （R３ 11,146千円）
前年度 １ 地域ニーズに即した森林内における効率的・効果的な捕獲方法の実践
の実績 ・生体捕獲型：１件

２ 捕獲効率向上のための技能や技術を導入した広域かつ計画的な捕獲の実践
・効率捕獲等実践事業（実用化した新技術を活用した広域かつ計画的な捕獲）：２件

担 当 部 課 係 水産林務部 林務局 森林整備課 保護種苗係
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２ 道における研究開発等の推進

２－１ 総合研究機構運営支援費（運営費交付金） （再掲・１－(１)－１）

２－２
事業名 省エネルギー・新エネルギー促進事業費（原子力環境センター試験研究事業）
目 的 泊原子力発電所周辺地域の振興を図るため、主要産業である農業、漁業の発展に資する試験研究を

実施する。
事業の ・果菜類等の栽培技術、水産資源維持増大等に関する地域ニーズを踏まえた研究の実施
概 要
実 施 主 体 道
予算額 R４ 13,000千円（R３ 13,000千円）
前年度 一般試験研究実施課題 ７課題
の実績
担 当 部 課 係 総務部 危機対策局 原子力安全対策課 企画係

２－３
事業名 文化振興事業費（北海道博物館試験研究費）
目 的 道内の博物館等施設の中心的役割を果たす機関として、北海道の自然や歴史、生活文化などに関す

る専門的な調査研究を実施する。
事業の ・博物館が収集し、保管し、展示する資料に関する専門的な調査研究
概 要 ・博物館資料の保管及び展示等に関する研究

・博物館資料をより総合化するための分野別研究
実 施 主 体 道
予算額 R４ 12,687千円 （R３ 14,996千円）
前年度 ・一般試験研究実施課題 10課題
の実績 ・外部資金活用研究実施課題 17課題
担 当 部 課 係 環境生活部 文化局 文化振興課 企画調整係

２－４
事業名 文化振興事業費（北海道博物館事業費）
目 的 アイヌ文化の継承と発展に寄与するため、アイヌ文化の総合的な調査研究等を推進する。
事業の ・歴史、言語、芸術、生活技術に関する現地調査及び資料の所在調査、収集、整理分析
概 要
実 施 主 体 道
予算額 R４ 920千円 （R３ 1,182千円）
前年度 ・一般試験研究実施課題 ８課題
の実績
担 当 部 課 係 環境生活部 文化局 文化振興課 企画調整係

２－５
事業名 衛生研究所試験研究費
目 的 地域保健対策を効果的に推進し、公衆衛生の向上及び増進を図るため、北海道における科学的かつ

技術的中核機関として、関係行政部局及び保健所等と緊密な連携の下、調査研究、試験検査、研修指
導及び公衆衛生情報等の収集・解析・提供を行う。

事業の ・道民の公衆衛生の向上や健康危機管理対策に寄与することを目的とした試験研究
概 要 ・民間企業等と連携し、それぞれが開発・蓄積しているノウハウを持ち寄り、相乗的な成果を得る共

同研究。
・財団等が公募方式により実施する研究開発制度を活用した試験研究
・国及び企業等民間からの要請による研究開発
・各種企業や市町村等からの依頼による試験、検査、分析等
・試験研究で使用する備品の整備、更新
・研究職員の研究開発能力の養成及び技術向上のための客員研究員の招聘、他の試験研究機関等への
研究職員の派遣

実 施 主 体 道
予算額 R４ 26,912千円 （R３ 21,934千円）
前年度 ・一般試験研究実施課題 11課題
の実績 ・民間等共同開発研究費 ２課題

・外部資金活用研究実施課題 22課題
・受託試験研究 １課題
・依頼試験 336件
・試験研究用備品 ９品
・試験研究機能強化推進事業 客員研究員招聘 ０件、研究職員研修 ３件

担 当 部 課 係 保健福祉部 健康安全局 地域保健課 企画調整係

２－６ 持続可能な農を支えるクリーン農業促進事業 (再掲・１－(１)－19)
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２－７
事業名 民間住宅等関連事業推進費（民間住宅施策に関する調査研究等業務）
目 的 「北海道住生活基本計画」に定められた住宅施策を推進するため、民間住宅に関する調査研究等を

行う。
事業の １ 北方型住宅の技術開発・普及展開に関する支援業務
概 要 ２ 既存住宅の性能向上に向けた改修促進に関する支援業務

３ 地域の脱炭素化に向けた市町村支援業務
４ その他民間住宅施策に関する支援業務

実 施 主 体 （地独）北海道立総合研究機構 建築研究本部・北方建築総合研究所
予算額 R４ 14,800千円 （R３ 14,100千円）
前年度 ・「北方型住宅」及び「きた住まいる」普及展開支援業務
の実績 ・空き家対策に関する支援業務

・販路拡大に関する支援業務
・市町村における住宅施策の推進に関する研究

担 当 部 課 係 建設部 住宅局 建築指導課 企画係

２－８
事業名 住宅・建築物耐震改修等事業費（耐震改修促進施策に関する調査研究業務）
目 的 震前・震後における安全対策に係る施策等の普及推進を図るとともに、既存木造住宅の耐震性能の推計に

関する研究を行う。
事業の １ 北海道耐震改修促進計画に関する業務
概 要 (1)令和３年度からの緊急輸送道路の見直しに伴う沿道建築物の更新等を含む調査分析

(2)市町村単位の被害軽減効果を試算し、地域ごとの分析を実施
(3)地震防災対策に関する普及啓発業務

２ 応急危険度判定に関する業務
応急危険度判定活動に関する技術支援業務

実 施 主 体 道
予算額 R４ 3,300千円 （R３ 3,300千円）
前年度 北海道耐震改修促進計画に関する業務及び応急危険度判定に関する業務を委託
の実績
担 当 部 課 係 建設部 住宅局 建築指導課 建築安全係

３ 産学官金等の協働の促進
３－１ 研究開発推進事業費（リサーチ＆ビジネスパーク整備推進事業費） （再掲・１－(２)－２）

３－２ 研究開発推進事業費（地域ネットワーク戦略推進事業費） （再掲・１－(３)－３）

３－３ 科学技術振興事業費補助金（研究開発支援事業費補助金） （再掲・１－(１)－３）

３－４ 高度技術産業集積活性化事業費（工業技術センター事業費） （再掲・１－(２)－５）

３－５ 食品産業振興対策費（地域食品加工技術センター運営事業費） （再掲・１－(２)－６）

３－６ 中小企業競争力強化促進事業費 （再掲・１－(３)－９）

３－７ 環境・エネルギー産業総合支援事業（開発支援事業） （再掲・１－(１)－６）

３－８ 環境・エネルギー産業総合支援事業（販路拡大・普及促進事業等） （再掲・１－(３)－13）

３－９ 循環型社会推進費（バイオマス利活用推進事業費） （再掲・１－(１)－８）

３－10
事業名 産総研や全国公設試等からなる産業技術連携推進会議への参加
目 的 公設試相互、公設試と(独)産業技術総合研究所との協力体制を強化し、機関相互の試験研究を効果

的に推進するとともに、企業等への技術支援を通じて、北海道の産業技術力の強化を図り、もって本
道産業の発展及びイノベーションの創出に貢献する。

事業の 北海道地域産業技術連携推進会議等への出席
概 要
実 施 主 体 事務局：北海道経産局
担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 ものづくり産業係、

道工試、食加研、地質研、北総研、林産試、工技センター、地域食加技
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４ 知的財産の創造、保護及び活用

４－１
事業名 研究開発推進事業費（知的財産戦略推進費）（H17年度～）
目 的 新技術の創造と新産業の創出を図るため、知的財産を創造し、適切に保護するとともに積極的に活

用する「知的創造サイクル」を本道において確立する。
事業の ・北海道知的財産戦略本部の運営（北海道経済産業局との共同設置）
概 要 ・地域における知的財産の活用促進に向けた地域版ワンストップサービス体制の提供

・農林水産分野における知的財産の保護を目的とした農林水産知的財産保護コンソーシアムへの参画
実 施 主 体 道
予算額 R４ 443千円 （R３ 552千円）
前年度 ・北海道知的財産戦略本部本部会及び幹事会の開催（本部会：１回、幹事会：３回）
の実績 ・農林水産分野の知的財産の普及啓発に係るセミナーの開催［新型コロナウイルス感染拡大のため中止］
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 科学技術振興係

４－２
事業名 研究開発推進事業費（知的所有権センター事業費）（H9年度～）
目 的 道内中小企業等が特許などの産業財産権を活用した事業展開を支援するため、「北海道知的所有権

センター」の管理運営を委託し、特許等の流通におけるアドバイス、普及・啓発活動などを行う。
事業の ・北海道知的所有権センター内に特許流通サポーターを配置し、中小企業等に対し提供可能な特許の
概 要 発掘、導入ニーズやライセンス契約など、特許技術の流通や活用に関する幅広い支援を行う。
実 施 主 体 （一社）北海道発明協会
予算額 R４ 7,500千円 （R３ 7,500千円）
前年度 ・特許流通サポーターによる特許流通相談件数 627件
の実績
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 科学技術振興係

４－３
事業名 北海道発明協会連合会負担金（H13年度～）
目 的 道内唯一の発明奨励団体である北海道発明協会連合会の活動を支援する。
事業の 規約に基づき、賛助会員として会費を負担する。
概 要
実 施 主 体 北海道発明協会連合会
予算額 R４ 370千円 （R３ 370千円）
前年度 ・特許等に関する出願手続き、企業化、補助制度、紛争処理等の相談指導
の実績 ・知的財産に係る普及啓発活動

・北海道地方発明表彰の開催（R３表彰式：札幌市）
・地方発明団体との連絡調整（小樽、旭川、函館、帯広の各発明協会）
・少年少女発明クラブの育成・指導

担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 科学技術振興係

５ 科学技術を支える人材の育成・確保及び科学技術コミュニケーション活動の促進

（１）科学技術を支える人材の育成・確保

５－(１)－１
事業名 研究開発推進事業費（科学技術ふれあい推進事業費）（H12年度～）
目 的 青少年の科学に対する意識や関心を高揚し、科学技術の役割や重要性に対する認識を深めることを

目指すとともに、「北海道Society5.0」が描く未来技術を実感することで、道民の意識醸成を図るため、
体験型科学イベント「サイエンスパーク」を開催する。

事業の ・「サイエンスパーク」の開催
概 要 開催時期 夏季(７月～８月)、原則として小学校の夏休み中を想定

開催場所 札幌市内中心部
出展機関 民間企業等、道立試験研究機関、道総研試験研究機関、道
開催内容 科学実験や科学工作、科学や未来技術に関する展示体験を実会場やオンラインで実施

実 施 主 体 道、(地独)北海道立総合研究機構
予算額 R４ 4,049千円 （R３ 1,050千円）
前年度 ・「サイエンスパーク・ファン」開催結果
の実績 開催月日 R3.7.19～8.31（44日間）

開催方法 オンライン形式［新型コロナウイルス感染拡大防止のため、会場での開催は中止］
参加者数 約23,000アクセス
出展機関 計36機関

担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 科学技術振興係
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５－(１)－２
事業名 ものづくり産業におけるグリーン・デジタル推進事業費（電源立地地域対策交付金）（H30年度～）
目 的 環境配慮型ものづくり産業の振興を図るため、次世代自動車産業への若年者の理解促進など人材育

成の取組などを進める。
事業の １ 子どもに向けた理解促進等への取組
概 要 ２ 若者等に向けた理解促進等の取組と省エネ車等の普及啓発
実 施 主 体 道
予算額 R４ 25,584千円 （R３ 36,277千円）
前年度 ・「サイエンスパーク」への出展
の実績 ・「No Maps」への出展

・ものづくり現場見学会・出前授業の実施
担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 ものづくり産業係

５－(１)－３
事業名 道外大学生U・Iターン促進事業（R４年度～）
目 的 道外大学生及び大学就職担当者に道内企業の情報等を発信し、就職希望学生の人材誘致に取り組む。
事業の ・道外大学就職担当者と道内企業の交流会開催
概 要
実 施 主 体 道
予算額 R４ 3.074千円 （R３ 3,796千円）
前年度 ・システム登録（求人企業：225社、求職者：136人）
の実績 ・大学 U・Iターン就職相談会参加：首都圏：23大学（相談72人）、関西圏６大学（相談６人）、東北

圏１大学（相談16人）
担 当 部 課 係 経済部 労働政策局 産業人材課 人材確保支援係

５－(１)－４
事業名 産業人材育成事業費（次世代人材職業体験推進事業費）（H21年度～）
目 的 若年者の職業観・勤労観の早期形成を図るため、専修学校を活用し中学生を対象とした職業体験の

取組を支援する。
事業の ・修学旅行や研修旅行などの機会を活用した専修学校における職業体験講座の実施
概 要 ・専修学校講師による地域における職業体験出前講座の実施
実 施 主 体 道・（公社）北海道私立専修学校各種学校連合会
予算額 R４ 40,000千円 （R３ 40,000千円）
前年度 ・専修学校活用講座 304講座 3,625人
の実績
担 当 部 課 係 経済部 労働政策局 産業人材課 産業訓練係

５－(１)－５
事業名 次世代ものづくり人材育成事業（H20年度～）
目 的 ものづくり産業への職業意識の醸成を図るため、将来のものづくりの担い手となる小中学生を対象

に、ものづくり体験会を開催するとともに、工業高校と高等技術専門学院の連携などによるものづく
り教育を推進する。

事業の ・高等技術専門学院の施設及び指導員を有効活用し、小中学生を対象としてものづくり体験会を開催。
概 要 ・高等技術専門学院の指導員を工業高校に派遣し、技術指導を実施。
実 施 主 体 道
予算額 R４ － （R３ － ） ※ 赤レンガ・チャレンジ事業
前年度 ・ものづくり体験会 ２回、参加人数 70人
の実績
担 当 部 課 係 経済部 労働政策局 産業人材課 産業訓練係

５－(１)－６
事業名 理科教育センター費（移動理科教室運営費）（S46年度～）
目 的 科学設備展示自動車(サイエンスカー）を活用して、児童生徒に先端科学や理科の実験・観察等を直

接体験させ、自然科学に対する関心を高め科学的な素養の育成を図る。
事業の 科学機器を搭載したサイエンスカーを活用しての観察・実験や専門スタッフによる実験指導等の支
概 要 援。（2年で全14管内（へき地・小規模校の所在管内）を訪問）
実 施 主 体 道
予算額 R４ 3,241千円 （R３ 3,416千円）
前年度 全道14管内中４管内、体験児童生徒 461人
の実績
担 当 部 課 係 教育庁 学校教育局 教職員育成課 人材育成・教育研究所整備推進係
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５－(１)－７
事業名 理科教育センター事業費（理科教育研修講座費）
目 的 教職員の指導力の向上により理科教育等の教育課題に応えるため、道立教育研究所附属理科教育セ

ンターにおいて、観察・実験を基盤とする専門性の高い研修を行う。
事業の 公立の小・中・高等学校等の理科担当教員を対象として、対象領域の知識・技能の活用や観察・実
概 要 験を重視した指導法等に関する研修講座を行い、資質の向上を図る。
実 施 主 体 道
予算額 R４ 5,791千円 （R３ 5,792千円）
前年度 全７講座、受講教員 50人（一部、紙上型研修有）
の実績
担 当 部 課 係 教育庁 学校教育局 教職員育成課 人材育成・教育研究所整備推進係

５－(１)－８
事業名 理科観察実験支援事業
目 的 小・中学校等に理科の観察・実験に使用する設備の準備等を行う補助員として観察実験アシスタン

トを配置し、理科教育における観察・実験の充実に資する。
事業の 観察実験アシスタントによる観察・実験に使用する設備の準備・調整等を行う。
概 要
実 施 主 体 市町村
予算額 国費
前年度 理科観察実験アシスタント ２市町（69校）
の実績
担 当 部 課 係 教育庁 学校教育局 義務教育課 企画・支援係

５－(１)－９
事業名 スーパーサイエンスハイスクール
目 的 将来の国際的な科学技術系人材の育成を図るため、科学技術・理科、数学教育に関する研究開発を

行う高等学校等において、理科・数学に重点を置いたカリキュラムや大学等との連携による教育を実
施する。

事業の 先進的な理数教育を実施するとともに、高大連携のあり方についての大学との共同研究や、国際性
概 要 を育むための取組を推進する。

また、創造性、独創性を高める指導方法、教材等の開発等の取組を行う。
実 施 主 体 旭川西高等学校（R３～R７）、札幌啓成高等学校（R２～R６）、釧路湖陵高等学校（H30～R４）、

北見北斗高等学校（H29～R3）、滝川高等学校（R元～R５）、函館中部高等学校（R２～R６)
予算額 R４ 23,183千円 （R３ 23,419千円）
前年度 室蘭栄高等学校（H27～R元）、旭川西高等学校（H27～R元）、札幌啓成高等学校（H27～R元）、
の実績 釧路湖陵高等学校（H30～R４）、北見北斗高等学校（H29～R３）、滝川高等学校（R元～R５）、

函館中部高等学校（Ｒ２～Ｒ６)
担 当 部 課 係 教育庁 学校教育局 高校教育課 高校教育指導係

５－(１)－10
事業名 北海道未来人財応援事業費
目 的 北海道に貢献する意欲のある若者が海外において自らの資質の向上に挑戦することを応援し、北海

道の将来を担う人材の育成を図るため、「ほっかいどう未来チャレンジ基金」を活用し、本道の学生
や社会人に対し、海外留学や海外研修、国際大会参加経費等の助成事業を実施する。

事業の ○若者の海外留学等への助成
概 要 選考により決定した派遣対象者に対して、海外留学や海外研修、国際大会参加等に係る経費を助成

する。
○助成事業の運営
応募のあった若者の選考や帰国した助成対象者による帰国報告会を実施する。

○基金等のＰＲの実施
ホームページやＳＮＳなど各種広報媒体の活用及び広く広報紙「みらチャレ通信」の作成により、

「ほっかいどう未来チャレンジ基金」及び助成事業を広く周知する。
また、帰国後の留学生とともに地域を訪問し、留学成果を報告するなど、地域での活躍や定着を促

進し、基金等をＰＲする。
実 施 主 体 道
予算額 R４ 28,853千円 （R３ 30,042千円）
前年度 ２名（ただし、科学技術分野の留学生はなし）
の実績
担 当 部 課 係 総合政策部 地域創生局 地域政策課 主査（未来人財）

（２）科学技術コミュニケーション活動の促進

５－(２)－１ 研究開発推進事業費（科学技術条例推進費） （再掲・１－(２)－４）
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５－(２)－２ 研究開発推進事業費（科学技術ふれあい推進事業費） （再掲・５－(１)－１）

５－(２)－３
事業名 北海道科学技術賞等＜各種表彰経費＞（S35年度～）
目 的 科学技術上の優れた功績のあった研究者等に対する表彰を行うとともに、青少年の科学する心を育

み、本道における科学技術の振興、発展に結びつけ、広く道民一般への啓蒙を促進する。
事業の １ 北海道科学技術賞・北海道科学技術奨励賞
概 要 知事表彰として、科学技術上のすぐれた発明、研究等を行い、本道産業の振興、道民生活の向上

など経済社会の発展振興等に功績のあった方に、北海道科学技術賞を、道内を主な拠点として本道
の発展に寄与する科学技術上の優れた発明、研究を行い、今後の活躍が期待される若手研究者の方
に北海道科学技術奨励賞を贈呈。

２ 北海道地方発明表彰等
(公社)発明協会が主催する北海道地方発明表彰等において、北海道知事賞を授与する。

実 施 主 体 １ 道
２ （公社）発明協会、北海道発明工夫教育連盟、北海道少年少女発明クラブ連合会、

読売新聞社等
予算額 R４ 817千円 （R３ 817千円）
前年度 １ 北海道科学技術賞の贈呈 ３名、北海道科学技術奨励賞の贈呈 ５名
の実績 ２ 北海道知事賞の授与

北海道地方発明表彰 １組、青少年科学技術振興作品展 １名
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 科学技術振興係

５－(２)－４
事業名 北海道中小企業新製品等開発賞表彰事業（プロダクトデザイン活用促進事業費）＜各種表彰経費＞

（H10年度～）
目 的 本道工業の技術開発を促進し、新産業の創出や既存産業の高度化を図るため、道内中小企業者等が

開発した優れた新技術や新製品を表彰する。
事業の ○北海道新技術・新製品開発賞
概 要 ・ものづくり部門、食品部門及びデザイン部門（知事表彰）

・特別賞（経済部長賞）
実 施 主 体 道
予算額 R４ 434千円 （R３ 866千円)
前年度 ・ものづくり部門（大賞１社、優秀賞２社、開発奨励賞３社）
の実績 ・食品部門 （大賞１社、優秀賞１社、開発奨励賞２社）

・デザイン部門 （大賞１社、優秀賞１社、開発奨励賞１社）
担 当 部 課 係 経済部 産業振興局 産業振興課 ものづくり産業係

５－(２)－５
事業名 理科教育センター費（親と子の理科教室、中学生の科学実験教室）
目 的 自然に親しんだり、身近な現象等に関する実験等を行うことを通して、科学に対する興味・関心を

高める。
事業の １ 親と子の理科教室（夏期・冬期２回、小学校４～６年生対象〕
概 要 親子の親しみあいの中で自然観察や生活との関わりを重視した実験等を実施。

２ 中学生の科学実験教室（夏期１回）
身近な自然、日常生活と関わりのある現象についての観察、実験。

実 施 主 体 １ （公財）北海道科学文化協会
２ （公社）日本化学会北海道支部

予算額 R４ － （R３ － ）
前年度 １ 親と子の理科教室 24組48名
の実績 ２ 中学生の科学実験教室 5名
担 当 部 課 係 教育庁 学校教育局 教職員育成課 人材育成・教育研究所整備推進係

５－(２)－６
事業名 青少年女性教育振興費（青少年科学技術振興事業費補助金）（S49年度～）
目 的 ｢青少年科学技術振興作品展｣等を開催する北海道発明工夫教育連盟に対する補助
事業の ・身近な科学知識を創造的に工夫した作品作りを通じ、子どもの自由な発想を大切に科学的なものの
概 要 見方や考え方など、豊かな科学的素養を育成する。

・地域社会における科学や発明工夫に関する学習機会の提供、青少年による科学クラブ活動など、底
辺の拡大を図るための指導者の養成及び資質向上のための研修機会の充実を図る。

実 施 主 体 北海道発明工夫教育連盟
予算額 R４ 500千円 （R３ 500千円）
前年度 ・青少年科学技術振興作品展の実施（全道展、地方展）
の実績
担 当 部 課 係 教育庁 生涯学習推進局 社会教育課 社会教育指導係
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６ 科学技術の振興を図るための体制の整備

６－１ 研究開発推進事業費（科学技術条例推進費） （再掲・１－(２)－４）

６－２ 研究開発推進事業費（地域ネットワーク戦略推進事業費） （再掲・１－(３)－３）

６－３ 研究開発推進事業費（知的財産戦略推進費） （再掲・４－１）

６－４
事業名 北海道科学技術審議会（総務管理諸費（諸費〈各種審議会運営費〉））（S27年度～）
目 的 北海道における科学技術振興の基本方向について調査審議するため、知事の附属機関として、北海

道科学技術審議会を設置、運営する。
事業の ・次期北海道科学技術基本計画の策定に係る調査審議
概 要 ・北海道科学技術振興計画の推進に関する調査審議

・北海道科学技術賞及び北海道科学技術奨励賞候補者の選考 など
実 施 主 体 道
予算額 R４ 2,147千円 （R３ 2,147千円）
前年度 ・審議会の開催（３回）
の実績 ・主な審議事項 ～ 次期北海道科学技術基本計画の策定について

北海道科学技術振興計画の推進について
令和３年度北海道科学技術賞及び北海道科学技術奨励賞候補者の選考について

担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 科学技術振興係

６－５
事業名 北海道地方独立行政法人評価委員会開催経費（試験研究部会分）（H22年度～）
目 的 地方独立行政法人北海道立総合研究機構の運営に関し、各事業年度終了後、定期的に客観的な評価

等を行うことにより、弾力的・効率的で透明性の高い法人運営を確保させることを目的に設置する。
事業の 外部委員による業務実績の評価等を実施
概 要
実 施 主 体 道
予算額 R４ 864千円 （R３ 864千円）
前年度 委員会開催 ２回、部会開催 ４回
の実績
担 当 部 課 係 総合政策部 次世代社会戦略局 科学技術振興課 道総研担当


